
 

ＯＤＡ有識者懇談会第１回会合（７月２５日）議事要旨 

 

                           外務省国際協力局 

１．論点 

●日本のＮＧＯが未だ主要な就職先となり得ていない原因は何か。  

●日本のＮＧＯが外国の大規模ＮＧＯのような組織と能力を持つためには何が

必要か。 

●ＮＧＯによるＯＤＡ事業実施・連携はどうあるべきか。 

 

２．意見・議論の概要 

（１）現状認識・課題 

●他国のＮＧＯと比較した場合の規模・ネームバリューの違いが大きい。 

●プロジェクトサイクルが短く（２～３年），継続的な雇用ができない。１０年

くらいは任せられないものか。欧米系の財団では一期６年程度で延長可。 

●ＮＧＯは給与の点で対抗できず，ラストキャリアとするのは困難。内部で育

ってきた人材が急に転職してしまうことも多く，その穴を埋めるのも課題。 

●政府からの資金援助を受ける場合，専門家の人件費，駐在手当などの単価が

ＪＩＣＡ職員やコンサルタント等より低い。 

●「日本に寄付文化が無い」というのは間違い。ただし広報など一定規模の初

期投資がないとお金も集まらないのが現状。 

●ＯＤＡに関する大使館の現地でのネットワークの中にＮＧＯが十分に組み込

まれていないのではないか。 

●ＮＧＯの活動は，実施している現地では良く知られているとしても，必ずし

もその国で全般的に知られているわけではない。 

●ＮＧＯは自らの関心の高い特定の地域や分野に活動を集中していることもあ

り，大使館などのネットワークに関心がないということもあるのではないか。 

●日本のＯＤＡの中でのＮＧＯ支援への割合はＯＥＣＤ諸国の中でも低い。 

 

（２）将来に向けた展望・方向性 

●国内でのボランティア気運の高まりを活用できないか。同時にＮＧＯはボラ

ンティアからの脱却を図り，組織強化と大規模化を検討する必要がある。 

●ＮＧＯの巨大化だけを図るより，むしろ小回りの良さが効く日本式を強化す

べきではないか。 

●政府の政策等への影響力の発現を通じてＮＧＯの認知度・信頼度は向上する

のではないか。 

●外務省への人材回転ドアを設けられないか（ＮＧＯ→外務省→ＮＧＯなど）。 



 

●国連・国際機関との連携を進めることができないか（執行における協力（国

連とのＩＰ契約等），研修の受講，人事交流など）。 

●地方自治体との連携（将来的なグローバル人材プールとしてのＮＧＯの活用）

の可能性はあるのではないか。 

●志を持ったＮＧＯはいるのだから，政府から資金面の支援を常に想定するの

ではなく，むしろ民間から資金をどう集めていくかを検討することが重要。 

●政府資金にも限界がある以上一定の減額は仕方ないが，ＮＧＯにおいて人材

に使われている資金は減らさないでほしい。 

●ＮＧＯが特別だから手厚く支援してほしいというわけではなく，せめて活動

する上でまっとうと言えるラインにしてほしい。また，大規模ＮＧＯだけで

なく地方や中小のＮＧＯにも機会が与えられることは重要。 

●体制強化に向けた初期資金としてのＮＧＯへの融資の可能性はないか。 

 

（３）改善のための具体的手法 

●継続的雇用や体制強化のため，日本ＮＧＯ連携無償資金協力事業等の一般管

理費（現状は５％が上限）を引き上げられないか。 

●「ＮＧＯ教育」の実施による認知度の拡大を図れないか，ＳＤＧｓやＣＳＲ

の文脈で，民間企業におけるＮＧＯ関連の寄附や研修生としてのＮＧＯ関係

者の受け入れなどの実績を公表させることも一案。 

●寄附金控除の拡大（相続税など），休眠預金の海外支援事業への活用を検討す

べき。 

●市民中心型の財団を立ち上げ，ＮＧＯの活動財源を手当できないか。 

●「人間の安全保障」の下における市民意識の醸成と理念を効果的に打ち出す

ことができないか（今後２～３年間の重点支援分野とあわせて）。 

●途上国の現地大使館での案件把握を徹底し，ＮＧＯ，ＪＩＣＡ，企業を含め

た顔合わせの会合を実施する等，「日本の顔」の再定義を図るべき。 

●現地ネットワークの強化が重要。大学も独自のものをもっており連携可能。 

●ＮＧＯの支援強化に関する中長期的なロードマップを検討すべき。 

●国連・国際機関と日本ＮＧＯのＩＰ契約など連携拡大のための戦略をたてる

べき。 

 

（４）その他 

●ＮＧＯの抜本的強化を行うのであれば，ＮＧＯによる事業の適切な評価，一

般管理費に関する効果測定が必要ではないか。 

●事業の評価にあたってはアウトプット（活動）ベースではなく，アウトカム

（成果）ベースでの評価がより重要ではないか。 



 

●今後の開発協力を見据えれば，新興ドナー（タイなど）とも連携していくこ

とが重要。かつて被援助国としての経験を持つ日本が果たせる役割は大きい。 

●日本の世論の特徴として、ＯＤＡの必要性に関する認識が薄いばかりでなく，

そもそも国内でも、誰がどのように社会を支えるのかというシチズンシップ

の意識が低いということを踏まえたうえで、対応を考える必要があるのでは

ないか。 

（了） 


